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(57)【要約】
　ホイールを構造的に補助する補強帯を備えた非空圧式
ホイール、及び、前記ホイールを製造する方法が記載さ
れる。補強帯は、環形補強帯の間に配置される発泡スペ
ーサを含む環形補強構造体の一部を成す。発泡体は、網
状にされた発泡体であり得る。前記発泡体中には、ポリ
ウレタン等の等の母材が挿入される。母材を利用して、
スポーク、据付帯、及び轂等の、非空圧式ホイールの１
つ以上の特定形状を形成することもできる。
【選択図】図１０
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　非空圧式ホイールを製造する方法であって、
　第１鋳型を与えることと、
　内部補強帯及び外部補強帯を前記第１鋳型内に実質的に同心円状に配置することと、
　ポリマー発泡スペーサを形成するための材料を、前記鋳型内に、及び、前記内部補強帯
と前記外部補強帯との間に位置する実質的に環状の空間内に挿入して、前記スペーサと前
記内部補強帯及び前記外部補強帯とを含む鋳物を与えることと、
　前記非空圧式ホイールの１つ以上の特定形状の前記成形物に、少なくとも１つの空洞を
有する第２鋳型を与えることと、
　前記挿入工程からの前記鋳物を前記第２鋳型内に配置することと、
　母材を前記第２鋳型内に挿入して、前記非空圧式ホイールの１つ以上の特定形状を成形
することと
を含む、方法。
【請求項２】
　前記第１鋳型が、内壁と外壁とを含み、ポリマー発泡スペーサを形成するために、前記
材料挿入工程の間、前記第１鋳型内で前記内部補強帯と前記外部補強帯との相対位置を維
持する工程を更に含む、請求項１に記載の非空圧式ホイールを製造する方法。
【請求項３】
　前記維持工程が、前記内部補強帯及び前記外部補強帯とスペーサを接続することを含む
、請求項２に記載の非空圧式ホイールを製造する方法。
【請求項４】
　前記ポリマー発泡スペーサを網状にする工程を更に含む、請求項１に記載の非空圧式ホ
イールを製造する方法。
【請求項５】
　前記ポリマー発泡スペーサを網状にする工程により、正味の体積に対する空隙の比率が
約７５パーセント以上になる、請求項４に記載の非空圧式ホイールを製造する方法。
【請求項６】
　前記母材挿入工程からの中間体の周りに踏み面帯を配置する工程を更に含む、請求項１
に記載の非空圧式ホイールを製造する方法。
【請求項７】
　前記鋳物配置工程の前に、前記挿入工程からの前記鋳物の周りに踏み面帯を配置する工
程を更に含む、請求項１に記載の非空圧式ホイールを製造する方法。
【請求項８】
　前記挿入工程の前記母材が、原位置反応により、前記ポリマー発泡スペーサの空隙内に
生成される、請求項１に記載の非空圧式ホイールを製造する方法。
【請求項９】
　前記母材が、前記挿入工程後に硬化するポリウレタンエラストマーを含む、請求項１に
記載の非空圧式ホイールを製造する方法。
【請求項１０】
　前記内部補強帯及び前記外部補強帯に前記ポリマー発泡スペーサを浸透させる工程を更
に含む、請求項１に記載の非空圧式ホイールを製造する方法。
【請求項１１】
　前記母材挿入工程が、前記ポリマー発泡スペーサ内の空隙に前記母材を浸透させる工程
を含む、請求項１に記載の非空圧式ホイールを製造する方法。
【請求項１２】
　前記第１鋳型が、前記外部補強帯の外に配置される外壁を有し、前記第１鋳型が、前記
内部補強帯の内に配置される内壁を有し、前記内部補強帯及び前記外部補強帯を前記内壁
及び前記外壁から離して維持する工程を更に含む、請求項１に記載の非空圧式ホイールを
製造する方法。
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【請求項１３】
　半径方向と周囲方向とを画定するホイールが、
　接地踏み面部分を支え、前記周囲方向に延びる環帯と、
　　前記周囲方向に沿って延びる内部補強帯と、
　　前記周囲方向に沿って延び、前記内部補強帯の半径方向の外側に配置される外部補強
帯と、
　　前記内部補強帯と前記外部補強帯との間に少なくとも部分的に配置される発泡スペー
サと
を含む、
　前記環帯内に配置される環形補強構造体と、
　前記環帯の半径方向の内側に配置される据付帯と、
　前記環帯と前記据付帯との間に接続される複数の網状スポークと
を含む、非空圧式ホイール。
【請求項１４】
　前記発泡スペーサが、網状にされた発泡体を含む、請求項１３に記載の非空圧式ホイー
ル。
【請求項１５】
　前記網状発泡体の正味の体積に対する空隙の比率が、７５パーセント以上である、請求
項１４に記載の非空圧式ホイール。
【請求項１６】
　前記環帯、前記補強構造体、前記据付帯、及び前記スポークが、ポリウレタンから構成
される、請求項１３に記載の非空圧式ホイール。
【請求項１７】
　前記環帯により支えられる踏み面帯を更に含む、請求項１３に記載の非空圧式ホイール
。
【請求項１８】
　前記発泡スペーサが、前記内部補強体及び前記外部補強体と共にその場で鋳造される発
泡体を含む、請求項１３に記載の非空圧式ホイール。
【請求項１９】
　前記発泡スペーサが、前記内部補強帯、前記外部補強帯、又は、それらの両方の中に位
置する孔に浸透する、請求項１３に記載の非空圧式ホイール。
【請求項２０】
　前記環形補強構造体が、前記内部補強帯及び前記外部補強帯のうちの少なくとも１つと
接続され、前記環形補強構造体内で前記内部補強帯、前記外部補強帯、又はそれらの両方
の相対位置を維持するように構成される、複数の離間要素を更に含む、請求項１３に記載
の非空圧式ホイール。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ホイールを構造的に補助する補強帯を備えた非空圧式ホイール、及び、その
ようなホイールを製造する方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　空圧式タイヤは、伸展性、快適性、重量、及び転がり抵抗に対する周知の解決策である
。しかしながら、空圧式タイヤには、複雑で、保守点検を必要とし、損傷を受けやすいと
いう不利な点がある。空圧式タイヤの性能を高める工夫により、例えば、伸展性がより良
くなり、剛性を調節し易くなり、保守点検の必要が少なくなり、損傷に対する抗力が増し
得る。
【０００３】
　従来の固体タイヤ、ばねタイヤ、及び緩衝式タイヤは、保守点検を必要とせず、空圧式
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タイヤの損傷し易さはないが、残念ながら、その性能上の利点に欠ける。特に、固体タイ
ヤ及び緩衝式タイヤは、通常、弾性材層により囲まれる固体リムを含む。これらのタイヤ
は、負荷直下の耐負荷用弾性層の地面接触部分の圧縮に依存する。これらの種類のタイヤ
は、重く、剛く、空圧式タイヤの衝撃吸収能に欠く場合ある。
【０００４】
　ばね式タイヤは、ばね又はばねに似た要素を備えた剛い木材、金属、又はプラスチック
製のリングを有し、前記ばね又はばねに似た要素は、そのリングを轂に接続する。それに
より、轂がばねにより懸架されるが、柔軟性のないリングは、路面との接触領域が極めて
小さく、本質的に伸展性がなく、粘着摩擦と操舵制御で劣る。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　従って、非空圧式ホイール、及び、空圧式ホイールと同じ性能特性を有する非空圧式ホ
イールを製造する方法が有用であり得る。より具体的には、ホイール、及び、空圧式タイ
ヤの性能特性を与えるのに空気膨張圧を必要としない非空圧式ホイールを製造する方法が
有益であり得る。車両又は他の伝達装置上への据え付け用の轂を有するような、又は、轂
と接続され得るようなホイール、及び、そのようなホイールを作製する方法も極めて有用
であり得る。
【０００６】
　本発明の態様及び利点は、以下の記述で部分的に説明されることになり、その記述から
明らかになり得る、又は、本発明の実施を通じて習得され得る。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明の一模範的態様では、非空圧式ホイールを製造する方法が提供される。本方法は
、第１鋳型を与える工程と、内部補強帯及び外部補強帯を第１鋳型内に実質的に同心円状
に配置する工程と、ポリマー発泡スペーサを形成するための材料を、鋳型内に、及び、内
部補強帯と外部補強帯との間に位置する実質的に環状の空間内に挿入して、スペーサと内
部補強帯及び外部補強帯とを含む鋳物を与える工程と、非空圧式ホイールの１つ以上の特
定形状の成形物に、少なくとも１つの空洞を有する第２鋳型を与える工程と、前記挿入工
程からの鋳物を第２鋳型内に配置する工程と、母材を第２鋳型内に挿入して、非空圧式ホ
イールの１つ以上の特定形状を成形する工程とを含む。
【０００８】
　別の模範的実施形態では、非空圧式ホイールが与えられる。そのホイールは、半径方向
と円周方向とを定める。ホイールは、接地踏み面部分を支え、周囲方向に延びる環帯を含
む。環形補強構造体は、環帯内に配置される。補強構造体は、周囲方向に沿って延びる内
部補強帯と、周囲方向に沿って延び、内部補強帯の半径方向の外側に配置される外部補強
帯と、内部補強帯と外部補強帯との間に少なくとも部分的に配置される発泡スペーサとを
含む。据付帯は、環帯の半径方向の内側に配置される。複数の網状スポークが、環帯と据
付帯との間に接続される。
【０００９】
　本発明のこれらの及び他の特徴、態様及び利点は、以下の記述と付属の請求項とを参照
して、より良く理解されることになる。この明細書の一部の中に組み込まれ、その一部を
構成する付属の図面は、本発明の実施形態を示し、その記述と共に、本発明の原理を説明
するのに役立つ。
【００１０】
　本発明の最良の形態を含み、当業者に向けられた、本発明の完全で有効な開示は、本明
細書で説明され、付属の図面を参照する。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】第１鋳型からの第２鋳型内に配置される鋳物として与えられ得る、環形補強構造
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体の模範的実施形態の上面斜視図である。
【図２】図１に示される模範的環形補強構造体の切り取り斜視図である。
【図３】模範的鋳型の中の、図１の環形補強構造体の上面図である。
【図４】図３の模範的鋳型の中の、図１の環形補強構造体の切り取り斜視図である。
【図５】離間要素又はスペーサを補強帯と鋳型の側壁との間に有する模範的鋳型の中の、
環形補強構造体の別の模範的実施形態の上面図である。
【図６】離間要素又はスペーサを補強帯と鋳型の側壁との間に有する図５の鋳型の中の、
図５の環形補強構造体の切り取り斜視図である。
【図７】鋳型から取り出された図５及び図６の模範的環形補強構造体の切り取り斜視図で
ある。そのような模範的環形補強構造体は、第１鋳型からの、第２鋳型内に配置される鋳
物として与えられ得る。
【図８】母材の中に埋め込まれた模範的環形補強構造体（破線により図示される）の上面
斜視図である。
【図９】母材の中に埋め込まれた図７の模範的環形補強構造体の上面斜視図である。
【図１０】本発明の非空圧式ホイールの模範的実施形態の斜視図である。
【図１１】線１１－１１に沿って取られ、図１に示されるような模範的環形補強構造体を
組み込んでいる、図１０の模範的実施形態の部分的断面図である。
【図１２】線１１－１１に沿って取られ、図７に示されるような模範的環形補強構造体を
組み込んでいる、図１０の模範的実施形態の部分的断面図である。
【図１３】線１１－１１に沿って取られ、図７に示されるような模範的環形補強構造体を
組み込んでいる、図１０の模範的実施形態の部分的断面図である。図１２とは異なり、図
１３では、母材が、スペーサに浸透する。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　同一の又は類似の参照番号を様々な図面で利用することは、同一の又は類似の特定形状
を示す。
【００１３】
　本発明は、ホイールを構造的に補助する補強帯を備えた非空圧式ホイール、及び、その
ようなホイールを製造する方法を提供する。本発明を記述するために、ここでは、本発明
の実施形態及び／又は方法が詳しく参照されることになる。それらのうちの１つ以上の実
施例が、図面内に又は図面と共に示される。各々の実施例は、本発明の説明として与えら
れ、本発明を限定するものではない。実際に、本発明では、本発明の範囲又は趣旨から逸
脱せずに様々に修正及び変更され得ることが、当業者に明らかになる。例えば、一実施形
態の一部として示される又は記述される特徴又は工程を、別の実施形態又は工程と共に利
用して、更に別の実施形態又は方法を作り出すことができる。従って、本発明は、付属の
請求項及びそれらの均等物の範囲内で、そのような修正及び変更を包含することを意図し
ている。
【００１４】
　図１及び図２は、非空圧式ホイールに利用され得るような環形補強構造体１の模範的実
施形態を示す。環形補強構造体１は、内部補強帯２と、外部補強帯３と、その場で鋳造さ
れるポリマー発泡スペーサ４とを含む。補強構造体は、様々な寸法で構築され得る。例と
して、環形補強構造体１の幅５は、０．５インチ～５．５フィートの範囲であり得る。外
径６は、３インチ～１３フィートの範囲であり得る。別の例として、内部補強帯２と外部
補強帯３との間の距離、即ち、スペーサ４の厚さ７は、２ｍｍ～２５ｍｍの範囲であり得
る。
【００１５】
　各々の補強帯２及び３は、半径方向Ｒに柔軟であり、円周方向Ｃに沿って比較的延びに
くいものとして特徴付けされる、円形細片である。本発明の一実施形態では、補強帯２及
び３は、曲げ半径にされるほど十分に柔軟であり、その曲げ半径は、そのような帯が円形
に方向を定められる場合、帯内に永久歪みを被らず、所定の帯の半径の１／１０以下であ
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る。内部補強帯２及び外部補強帯３は、構成材料及び設計に関して、同じものであっても
、異なるものであってもよい。
【００１６】
　例として、それらの補強帯２又は３は、織布又は不織布網状構造体、単繊維及び／又は
多繊維コードの配列、２成分撚り糸、引き延ばし撚り糸、ポリマー又は金属の単層又は多
層シート、若しくは、前記材料の組み合わせであり得る。追加の例として、補強帯２又は
３は、ガラス繊維、レーヨン、ナイロン、アラマイド、ポリエステル、炭素又は鋼鉄等の
金属で構成され得る。材料は、性能を高める、製造を容易にし得る、及び／又は、材料間
の強度を高めるように処理され得る。例として、真鍮鍍金鋼、エラストマー被覆線が挙げ
られ、レゾルノシノール・ホルムアルデヒド乳剤等の粘着促進剤が利用される。本発明に
利用され得る適切な補強帯の他の実例が、動力伝達用ベルト、ホース、タイヤ、ローラ、
革紐及びガスケット内に見出され得る。他の例として、ヤング率（ｌｂ／インチ2）が５
，０００，０００以上、更に、１０，０００，０００以上である材料は、補強帯２又は３
を構成するのに有用である。代わりに、補強帯２及び３、及び、それらの帯の間に配置さ
れるポリマー発泡スペーサ中の隙間を埋める母材の剛性は、１，０００：１、更に、１０
，０００：１の相対ヤング率により特徴付けられ得る。
【００１７】
　一実施例では、補強帯２及び３は、螺旋状に巻かれ、少なくとも３回転する単繊維又は
他繊維コードであり得る。コードの多重巻きは、隣接する間に巻き込まれ、コードに垂直
に配置される撚り糸により、例えば、織る又は編むことにより、共に保持される。巻き込
まれた撚り線は、その構造体を共に融合するために溶融し得る繊維を含み、それにより、
帯２及び３が、特に、軸方向に安定する。本発明の範囲内で、多層補強帯も利用される。
例えば、補強材料の層は、互いに重なり合ってもよく、恐らく、適切な結合剤、接着剤又
は縫合により継合されてもよい。その積み重ねは、例えば、螺旋状に相次いで層を巻くこ
とにより、互いに平行に又はある角度に方向を定められ得る。多層構造体は、本明細書で
は、単一の補強帯と見なされる。本発明に利用され得るような補強帯の別の実施例は、２
０１０年３月１２日に出願され、本明細書に参照として組み込まれている、米国特許出願
整理番号第１２／６６１，１９６号に於いて、連続ループ補強組立体として記載されてい
る。
【００１８】
　本発明の模範的態様によれば、ポリマー発泡スペーサ４は、その場で鋳造される。より
具体的には、内部帯２及び外部帯３は、離れて同心円方向に維持され、ポリマー発泡スペ
ーサ４が、原位置で形成される。例えば、図３及び図４を参照すれば、環形補強帯１を製
造するのに利用され得るようなリング鋳型８が示される。リング鋳型８は、鋳型壁９及び
１０を有する。それらの鋳型壁は、それぞれ、内部補強帯２及び外部補強帯３の周囲に対
応する。鋳型８は、あらゆる適切な材料から作製され、鋳型から環形補強構造体１を解放
するのを促すための上塗り又は被膜を備え得る。
【００１９】
　続けて図３及び図４では、内部補強帯３と外部補強帯４との間の空間内に重合化可能な
液体反応混合物を挿入することにより、ポリマー発泡スペーサ４が、原位置で形成され得
る。例として、反応物は、ポリウレタン発泡体を形成するように反応するポリオール及び
ポリイソシアネートであり得る。又は、反応混合物は、その場で硬化されるプレポリマー
又はオリゴマーを含み得る。例えば、ポリマーは、適切な溶媒中に溶解又は分散されても
よく、溶融された熱可塑性樹脂であってもよい。ポリエステル・ポリウレタン類及びポリ
エーテル・ポリウレタン類を含むポリウレタン発泡体に加えて、ポリマー発泡体の例とし
て、ポリスチレン、ポリオレフィン、特に、ポリエチレン及びポリプロピレン、ポリ塩化
ビニル、ラテックスゴム、粘弾性メラニン樹脂発泡体が挙げられる。
【００２０】
　ポリマー発泡スペーサ４の胞構造体は、適切な化学的及び／又は物理的吹き付け剤によ
り制御され得る。開始剤、触媒、架橋剤、及び可塑剤等の他の添加物を加えて、反応を促
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し、発泡体の化学的及び機械的性質を変更することができる。発泡体は、開口胞型発泡体
であっても、閉口胞型発泡体であってもよい。一般に、開口型発泡体は、特に、本明細書
でより詳しく考察されるように、環形補強構造体１が母材の中に埋め込まれ、母材がポリ
マー発泡スペーサ中の空隙を充たす場合に、広範囲の用途を与えると考えられる。例とし
て、ポリマー発泡体は、発泡体の正味の体積に対する空隙の比率が、７５％以上、８５％
以上、更に、９５％以上であり得る。空隙部分は、例えば、燃焼させる又は化学的に劣化
させることでポリマー発泡スペーサを網状にすることにより、増加し得る。発泡体を網状
にする前に、ポリマー発泡スペーサの外面上に形成されるあらゆる「皮」を取り除くこと
が有利であり得る。正味の体積に対する空隙の比率が９０％以上である網状ポリウレタン
発泡体は、特に有用であるとわかっている。
【００２１】
　環形補強構造体１がその内部に組み込まれることになる非空圧式ホイールの意図される
用途に応じて、弾性、胞構造、及び多孔性等の広範囲の物理的特性を有するポリマー発泡
スペーサを用いることができる。本発明の一実施例では、ポリマー発泡スペーサは、エラ
ストマーである。即ち、そのスペーサは、３０％以上の圧縮から、弾性的に復元すること
ができる。ある用途では、５０％の圧縮、更に、８０％以上の圧縮から弾性的に復元し得
るポリマー発泡スペーサが有利であり得る。本発明の様々な実施形態では、環形補強構造
体１中での内部補強帯２と外部補強帯３との相対運動が、望ましいものであり、曲げ力又
は剪断力により生成され得る。そのような条件では、スペーサ４が、例えば、５ｍｍの最
小厚さ７を備え得る。
【００２２】
　本発明の一実施形態では、補強帯２及び３の一方又は両方は、多孔質である、即ち、液
体浸透性であり、特に、ポリマーの溶液又は分散液、又は、溶融された熱可塑性ポリマー
を重合化し得る液体反応性混合物が浸透するものである。従って、スペーサ４のポリマー
発泡体が原位置で形成される場合、スペーサ４を形成するポリマー発泡体は、補強帯２及
び３内の孔又は開口部分に浸透し得る。例えば、以下に更に記述されるように、補強帯２
及び３並びにスペーサ４は、例えば、鋳型８中に液体として挿入され、次に、硬化して、
非空圧式ホイールに利用され得るような合成環形補強構造体１を形成する、ポリウレタン
等の本明細書で母材と呼ばれるものが浸透し得る。
【００２３】
　上記のような鋳型８を利用して環形補強構造体を成形する間に存在し得る１つの課題は
、鋳型８内に補強帯２及び３の位置を望み通りに定めることである。従って、ここで図５
及び図６を参照し、本発明の一模範的態様では、鋳型１１が、鋳型１１の内壁１３と外壁
１４との間に複数の離間要素１２ａ及び１２ｂを備えている。より具体的には、離間要素
１２ａが、内壁１３と補強帯２との間に位置するのに対し、離間要素１２ｂは、外側補強
帯３と鋳型１１の外壁１４との間に位置する。そのように、ポリマー発泡体４は、内側補
強帯２と外側補強帯３との間で、同様に、内側補強帯２と鋳型１１の側壁１３との間で、
及び、外側補強帯３と鋳型１１の側壁１４との間で、その場で鋳造することができる。図
７には、鋳型１１から取り出された、結果として得られる環形補強構造体１５が示される
。補強帯２及び３は、ポリマー発泡スペーサ１の中に埋め込まれる。
【００２４】
　従って、離間要素１２ａ及び１２ｂのスペーサは、鋳型１１に対する補強帯２及び３の
方位を維持する。加えて、本発明のこの模範的態様では、狭い区間が、離間要素１２ａ及
び１２ｂの半径方向Ｒに沿った幅のために、鋳型１１と補強帯２及び３との間に作り出さ
れる。例として、補強帯２及び３と鋳型１１の側壁１３及び１４との間の離間要素１２ａ
及び１２ｂにより作り出された空間は、０．５ｍｍ～１０ｃｍの範囲であってもよい。し
かしながら、本発明の他の模範的実施形態では、離間要素１２ａ及び１２ｂの構成が、そ
のような空間を作り出さなくてもよい。
【００２５】
　リブ、ステップ、又はジグ等の離間要素１２ａ及び１２ｂには、様々な構成が利用され
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得る。要素１２ａ及び１２ｂは、帯２及び３を保持するように鋳型１１の壁１３及び１４
から突き出る複数ピンから構成されてよい。代わりに、ピンは、鋳型１１に嵌合するよう
に、要素１２ａ及び１２ｂから壁１３及び１４内の穴の中へ突き出てもよい。要素１２ａ
及び１２ｂは、常置の挿入部又は取り外しの挿入部として構成され得る。前記取り外しの
又は常置の挿入部は、摩擦により適所に保持され、ポリマー発泡体が鋳造された後に取り
除かれる、又は、非空圧式ホイール内に組み込まれるために、環形補強構造体１又は１５
内に残される。別の例として、鉄製部品が帯２及び３に用いられる場合、補強帯２及び３
は、磁石又は電磁石により整列するように保持されてもよい。
【００２６】
　ここで図８及び９を参照すれば、環形補強構造体１５は、母材１６の中に埋め込まれ、
補強リング１７を作り出すように示されている。母材１６の選択、ポリマー発泡スペーサ
４が開口胞型発泡体又は閉口胞型発泡体であるのかに応じて、母材１６は、ポリマー発泡
スペーサ４に浸透してもよく、浸透しなくてもよい。図９に示される本発明の実施形態で
は、母材は、ポリマー発泡スペーサ４に浸透しており、発泡体中の空隙は、母材１６で充
たされている。
【００２７】
　母材１６は、広範囲の有機材料及び無機材料、特に、材料の中に埋め込まれる環形補強
構造体１５と共に鋳造され得る材料から選択され得る。例えば、母材１６は、熱可塑性材
料と熱硬化性材料とを含む、天然又は合成ポリマーであり得る。特に関心があるのは、天
然又は合成ゴム、ポリウレタン、分割共ポリエステル、ポリアミド共ポリマー及び熱可塑
性エラストマー類等の弾性高分子材料である。本発明の一実施形態では、ポリマー発泡ス
ペーサ４は、網状ポリウレタン発泡体であり、母材１６は、ポリウレタン発泡体中の空隙
に浸透する固体ポリウレタン材料である。別の実施例では、母材１６は、セラミック化合
物、コンクリート化合物、又は有機金属化合物である。
【００２８】
　ポリマースペーサ発泡体４が、比較的低い溶融温度の熱可塑性材であり、環形構造体１
５を母材１６の中に埋め込むプロセス中に部分的に又は完全に溶融されるようなプロセス
も、本発明の範囲内である。例えば、熱可塑性ポリマー発泡スペーサ４は、加熱される又
は散熱反応に携わる母材１６を挿入することにより溶融され得る。代わりに、母材１６を
挿入する前、スペーサ４が、内部補強帯２及び外部補強帯３の相対方位を維持する機能を
果たした後に、ポリマー発泡スペーサ４が溶融又は溶解されてもよい。
【００２９】
　単なる例として、環形構造体１５を用いた補強リング１７が示される。例えば、環形補
強構造体１等の他の構成も利用され得る。加えて、幾つかの用途、特に、例えば、非空圧
式ホイール又はタイヤ等の大径の環形補強構造体で有利であり得るのは、３つ以上の同心
円状補強帯を有し、各組の隣接する補強帯の間にその場で鋳造されたポリマー発泡スペー
サを備えているような、構造体を製造することである。例えば、内側補強帯と中央補強帯
との間、及び、中央補強帯と外側補強帯との間にポリマー発泡スペーサをその場で鋳造す
ることにより、３つの補強帯を離れて同心円状に維持することができる。２つの補強帯と
単一のその場で鋳造された発泡スペーサとを有する環形補強構造体に関して本明細書で記
述されたように、そのような環形補強構造体を母材の中に埋め込むことができる。
【００３０】
　前述のように、環形補強体１及び５等の環形補強体の実施形態を利用して、非空圧式ホ
イール又はタイヤを作り出し得る。図１０は、本発明による構造的補助型ホイール４０１
の模範的実施形態の斜視図を与える。構造的補助型は、本明細書で用いられる場合、タイ
ヤが、ガス膨張圧の助けを借りずに、その構造的部品により負荷を担うことを意味する。
図１１は、図１０に示されるような線１１－１１に沿って選択されたホイール４０１の部
分的断面図を与える。矢印Ｃは、周囲方向を示す。矢印Ｒは、半径方向を示す。矢印Ａは
、横手方向又は横方向と呼ばれることもある軸方向を示す。
【００３１】
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　ここで、より具体的に図１１を参照すれば、環形補強構造体１は、周囲方向Ｃに延びる
帯４０５内に配置される。この模範的実施形態では、環形補強構造体１は、上記のように
構成される。加えて、環形補強構造体１５等の他の構成、又は、複数のスペーサを有する
構成が、上記にように利用され得る。ホイール４０１では、帯２及び３が、ホイール４０
１に、例えば、鉛直方向の剛性を与えるのに対し、ポリマー発泡スペーサ４は、更に先に
記述されるように、ホイール４０１への剪断層の備え付けを補助する。
【００３２】
　本発明によれば、空圧式タイヤの粘着摩擦、操舵、又は懸架の特性が都合の良い、又は
、それらの特性を向上させる必要があるような用途に、ホイール４０１が有用である。以
下により完全に記述されるような、本発明により構成される構造的補助型ホイール４０１
は、伸展性及び剛性特性を向上させることができ、空圧式タイヤよりも保守点検の必要が
少ない。自動車に利用されることに加えて、そのようなホイールは、例えば、車椅子、車
台付き担架、病院のベッド、要注意設備用カート、又は、他の車両、若しくは、衝撃感受
性が重要である運搬にも有利に利用されてもよい。加えて、ホイールは、椅子又は他の家
具のキャスターの適所に、又は、ベビーカー、スケートボード、ローラースケート等のた
めのホイールとして利用されてもよい。本発明のホイール４０１は、耐負荷ホイール又は
加負荷ホイールが利用される機械又は機器に利用されてもよい。用語「車両」は、記述目
的のために以下に用いられるが、以下の記述には、伸展ホイールが備え付けられ得るあら
ゆる装置が含まれ、「車両」は、前記装置を含むものと理解されるべきである。
【００３３】
　図１０及び図１１に示されるようなホイール４０１は、環形帯４０５と、帯４０５にわ
たり横方向に前記帯から内に向かって、網状スポーク４２０の半径方向内部端での据付帯
４２５へ延びる、網状スポーク４２０として図示される、複数の引張伝達要素とを含む。
据付帯４２５は、ホイール４０１を轂４３５に、搭載用穴４３５で留める。踏み面部分４
１０は、帯４０５の外周で形成される。踏み面部分４１０は、例えば、図１０に示される
ように、帯４０５上に接合され、帯４０５の構成に利用される材料とは異なる粘着摩擦及
び摩耗特性を与えるような、追加層であり得る。代わりに、踏み面部分４１０は、伸展帯
４０５の外面の一部として形成され得る。踏み面形状は、踏み面部分４１０として形成さ
れても、ブロック４１５と溝４４０とを含んでもよい。
【００３４】
　上記のように、図１０及び図１１の模範的実施形態での網状スポーク４２０は、ホイー
ル４０１にわたり横方向に延びており、それは、本明細書で用いられる場合、網状スポー
ク４２０が、ホイール４０１の側面から側面へ延び、回転軸と整列され得る、又は、ホイ
ール軸に対して斜めであり得ることを意味する。更に、「内側に延びる」は、網状スポー
ク４２０が、帯４０５と据付帯４２５との間に延び、ホイール軸に対する輻平面内にあり
得る、又は、その輻平面に対して斜めであり得ることを意味する。加えて、図１０に示さ
れるように、網状スポーク４２０は、実際に、輻平面に対して異なる角度でスポークを含
み得る。米国特許第７，０１３，９３９号に示されるように、様々な形状及び模様が利用
され得る。
【００３５】
　帯４０５は、ホイール４０１上の負荷に耐え、弾性的に変形し、路面（又は、他の支え
面）に順応して、粘着摩擦能と操作能と与える。より具体的には、米国特許第７，０１３
，９３９号に記述されるように、負荷が、轂４３０を通じてホイール４０１上に置かれる
場合、帯４０５は、伸展的に働き、接地に対して曲がり、そうでなければ変形し、そのよ
うな負荷下で地面に接触するホイール４０１の一部分である接触区画を形成する。接地し
ない帯４０５の部分は、円弧と同じ働きをし、耐負荷部材として機能するのに十分な高さ
の赤道面内で、周囲方向の圧縮剛性と長手方向の曲げ剛性とを与える。「赤道面」は、本
明細書で用いられる場合、ホイール回転軸に垂直に通過し、ホイール構造体を２分する平
面を意味する。
【００３６】
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　車両（図示されず）から轂４３０へ伝達される、ホイール４０１上の負荷は、帯４０５
の耐負荷部分に取り付けられる網状スポーク４２０により本質的に決まる。接地領域内の
網状スポーク４２０は、その負荷による引張負荷を被らない。ホイール０１が回転する際
、当然、弧として機能する伸展帯４０５の特定部分は、連続的に変化するが、円弧の概念
は、耐負荷機構を理解するのに有用である。帯４０５の曲げ量、従って、接触区画の寸法
は、負荷に比例する。負荷下で弾性的に曲がる帯４０５の性能により、空圧式タイヤの接
地領域と同様に働き、同じ有利な結果を得るような伸展性の接地領域が与えられる。
【００３７】
　例えば、帯４０５は、滑らかな乗り心地を与えるように、障害物を包み込む。帯４０５
は、粘性摩擦、曲がり、操舵のための力を地面又は路面に伝達することもできる。対照的
に、通常の固体タイヤ及び緩衝式タイヤでは、負荷は、剛い轂の下の緩衝材が圧縮される
ことを含む、タイヤ構造体が接触領域で圧縮されることにより支えられる。緩衝材の伸展
性は、材料の圧縮特性、及び、剛性ホイール又は轂の上の材料の厚さにより限定される。
伸展帯を利用する非空圧式ホイールの実施例は、米国特許第６，７６９，４６５Ｂ２号及
び第７，６５０，９１９Ｂ２号にも見出され得る。
【００３８】
　図１０及び図１１を更に参照すれば、網状スポーク４２０は、実質的に、半径方向に長
さＬと、伸展帯４０５の軸幅に一般的に対応する軸方向に幅Ｗとを有するシート状要素で
あるが、図１１に示されるような半径方向に沿って変化する幅Ｗを含む、他の幅Ｗが利用
されてもよい。その上、網状スポーク４２０は、厚さ（即ち、長さＬ及び幅Ｗに垂直な寸
法）が、長さＬ又は幅Ｗのどちらかよりも一般に小さく、それにより、網状スポークは、
圧縮下で歪む又は曲がることができる。薄い網状スポークは、圧縮抵抗が実質的にない接
触領域、即ち、圧縮性の耐負荷力を与えないか又はその力を僅かにのみ与える接触領域を
通過する際に曲がることになる。網状スポーク４２０は、その厚さが増すにつれて、幾ら
かの圧縮性耐負荷力を接地領域に与え得る。しかしながら、ホイールとしての網状スポー
ク４２０の主な負荷伝達作用は、引張作用である。特定の網状スポークの厚さは、車両の
特定の要求又は用途に合致するように選択され得る。
【００３９】
　図１１に見られるように、網状スポーク４２０は、伸展帯４０５に対して軸方向Ａにわ
たり方向を定められる。従って、網状スポーク４２０内の引張力は、負荷に耐えるように
帯４０５にわたり分配される。例として、網状スポーク４２０は、約１０～１００ＭＰａ
の引張率を有する弾性高分子材で形成され得る。網状スポーク４２０は、望み通りに補強
され得る。網状スポーク材４２０を構成するのに利用される材料は、例えば、３０％歪ん
だ後に最初の長さに戻り、網状スポーク材が約４％歪む際に一定の応力を示すような弾性
的な振る舞いも示すべきである。更に、材料が、該当する動作条件で０．１以下の正接δ
を有することが望ましい。例えば、市販のゴム材又はポリウレタン材は、これらの要求に
合致すると認められ得る。別の例として、コネチカット州、ミドルバリーのケムチュラ社
からのヴィブラタンＢ８３６銘柄のウレタンが、網状スポーク４２０の構成に適切である
。
【００４０】
　図１０及び図１１の模範的実施形態では、網状スポーク４２０は、半径方向で内側に据
え付けられる帯４２５により相互に連結され、前記据付帯は、轂４３０を取り囲み、ホイ
ール４０１を轂４３０に据え付ける。構成材料及び製造プロセスに応じて、轂４３０、据
付帯４２５、環形帯４０５、及び網状スポーク４２０は、単一ユニットとして成形され得
る。代わりに、１つ以上のそのような部品は、個別に形成され、次に、例えば、接着剤又
は成形により、互いに取り付けられてもよい。加えて、他の部品も含まれてもよい。例え
ば、網状スポーク４２０を、それらの半径方向の外部端で接続するために、界面帯を利用
することができ、次に、その界面帯は、帯４０５に接続され得る。
【００４１】
　別の実施形態によれば、例えば、各々の網状スポーク４２０の内部端上に、轂４３０内
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の裂溝装置に嵌合する拡大部分を与えることにより、又は、轂４３０内に形成されるフッ
ク又はバーに、ループを形成するように隣接する網状スポーク４２０を取り付けることに
より、網状スポーク４２０を轂４３０に機械的に取り付けることができる。
【００４２】
　引張剛性が高く有効であるが、圧縮剛性が極めて低い網状スポーク４２０を有すること
により、実質的に純粋に引張負荷の支持体が得られる。網状スポーク４２０は、特定方向
に曲がり易いように湾曲されてもよい。代わりに、網状スポーク４２０は、特定方向に曲
がり易いように、ある曲率で成形され、冷却中に熱収縮により真っ直ぐにされもよい。
【００４３】
　網状スポーク４２０は、例えば、トルクがホイール４０１に加わる時に、環形帯４０５
と轂４３０との間の捩れに耐えなければならない。加えて、網状スポーク４２０は、例え
ば、方向転換又はコーナーを曲がる際に、横方向の撓みに耐えなければならない。理解さ
れるように、半径方向の軸平面内にある、つまり、半径方向と軸方向の両方に整列される
網状スポーク４２０は、軸方向に向く力に対する耐性が高いが、特に、半径方向Ｒに延長
される場合、周囲方向Ｃのトルクに対する耐性が比較的低いこともある。例えば、比較的
低いトルクを生成するある車両及び用途では、半径方向Ｒに整列される比較的短いスポー
ク４２０を有する網状スポーク束が適している。高トルクが予想される用途では、米国特
許第７，０１３，９３９号の図５～８に示されるような配置のうちの１つが、より適切で
あり得る。前記特許で示される異なる形態では、半径方向の力と周囲方向の力の両方に抵
抗する成分、従って、トルクに対する抵抗を加える成分を含み、他方では、半径方向及び
横方向の力に抵抗する成分を保つ、網状スポークの方位が与えられる。方位角は、利用さ
れる網状スポークの数と、隣接する網状スポーク間の間隔とに応じて選択され得る。他の
代わりの配置も用いられてもよい。
【００４４】
　本発明の伸展ホイールの１つの利点は、帯４０５及びスポーク４２０の寸法及び配置の
選択により、接触圧と無関係に、及び、相互に無関係に、ホイールの鉛直方向、横方向、
及び捩れ剛性を調節することができることである。帯４０５、耐荷性及び伸展性の操作パ
ラメータは、設計上の負荷要求に合致するように、赤道面内に周囲圧縮剛性と長手曲げ剛
性とを有する材料を選択することにより、部分的に定められる。これらのパラメータは、
ホイール４０１の直径と、軸方向Ａの環形帯４０５の幅と、半径方向の帯４０５の厚さと
、網状スポーク４２０の長さ及び間隔とを考慮して検討される。網状スポークの数は、円
形状を維持するように選択される。
【００４５】
　続けて図１１では、前に示されたように、帯４０５が、環形補強構造体１を含む。記載
されるように、帯４０５は、例えば、非空圧式ホイール４０１の一部として一体的に成形
されてもよく、個別に構成され、次に、ホイール４０１の他の要素に取り付けられてもよ
い。例えば、ホイール４０１を製造する一模範的方法では、構造体１又は構造体１５等の
環形補強構造体は、鋳型８又は鋳型１１等の第１鋳型を用いて上記のように構成される。
両方の事例では、例えば、鋳型８又は鋳型１１内に用いられる空洞は、伸展性の環形帯４
０５の所望の寸法に整合するように寸法が定められる。より具体的には、外部鋳型壁１０
又は１４の相対位置が、踏み面部分４１０の内面４１１（図１０）により定められるのに
対し、内壁９又は１３の相対位置は、網状スポーク４２０の寸法によりにより定められる
。代わりに、これらの寸法は、さらに先に記述されるように、その結果得られた成形され
た補強構造体をホイール４０１の鋳型の中に積載し易いように、僅かに小さくされてもよ
い。
【００４６】
　上記のように発泡スペーサ４を鋳造した後、環形補強構造体が、鋳型から取り出される
。環形補強構造体１５を用いる一実施形態では、離間要素１２ａ及び１２ｂが、発泡体内
に保持されることに留意するべきである。鋳型から取り出した後、発泡材は、燃焼又は他
の周知のプロセスにより網状にされ、上記の多孔質構造体が生成される。



(12) JP 2014-502575 A 2014.2.3

10

20

30

【００４７】
　次に、例えば、その結果得られた、図１又は図７に示されるような環形補強構造体の鋳
物は、第２鋳型、即ち、ホイール４０１（又は、構造的補助型非空圧式ホイールの様々な
実施形態で上述されるような所望の形及び特徴を有する他のホイール）の鋳物のための１
つ以上の空洞を備えているホイール鋳型の中に配置される。例えば、環形補強体１５は、
スポーク４２０、据付帯４２５、及び轂４３０を画定する１つ以上の空洞を与えるホイー
ル鋳型の中に配置することができる。代わりに、轂４３０は、個別に形成され、成形され
た据付帯４２５を受容するように構成されてもよい。両方の方法では、例えば、図１又は
図７に示されるような環形補強帯の鋳物の外面は、ホイール鋳型内の鋳物の位置を適切に
定めるのを補助する位置決め表面を与える。次に、母材が、鋳型内に与えられて、例えば
、ホイール４０１等の非空圧式ホイールの特定形状（例えば、スポーク、帯等）を形成す
る。母材は、スペーサ４、及び、可能性として、前に考察されたように環形補強帯２及び
３にも浸透し得る。図１１は、帯４０５を形成する母材がスペーサ４内に浸透していない
ような環形補強帯１の利用を示すのに対し、図１２は、母材がスペーサ４に浸透している
ような環形補強帯１を示す。図１３は、母材がスペーサ４に浸透しているような環形補強
帯１５の利用を示す。例として、そのような構成に適切な母材として、コネチカット州、
ミドルバリーのケムチュラ社からのヴィブラタンＢ８３６銘柄のウレタンが挙げられる。
【００４８】
　次に、第２鋳型又はホイール鋳型から得られたホイール４０１の鋳物には、踏み面帯又
は踏み面部分４１０が備え付けられ、構造的補助型非空圧式ホイールを製造するプロセス
が完了する。本発明の模範的な代わりの方法では、環形補強構造体の鋳物は、鋳物と踏み
面部分の両方を所望の構成のホイール鋳型内に配置する前に、締りばめを利用して、踏み
面部分４１０内に配置され得る。そのような方法は、ホイール鋳型に積載し、閉じる際の
スポーク４２０及び／又は帯４２５間の界面問題を除外するのに役立ち得る。
【００４９】
　本内容は、本内容の特定の模範的実施形態及び方法に対して詳しく記述されているが、
当業者が、上記の理解に達した後、そのような実施形態の代替物、異なる形態、及び均等
物を容易に作り出し得ると理解されるであろう。従って、本開示の範囲は、限定するもの
ではなく、例としてのものである。内容の開示は、本内容開示のそのような修正、変更及
び／又は追加を含むことを排除せず、そのことは、当業者に容易にわかり得る。
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